
年度　2次評価（基本施策評価）シート

基本施策指標名

営農組織実績数

水田農業経営確立対策実績数

ＪＡ米販売計画数量

農地流動化地域総合対策事業

営農組織等

水稲作付計画

水稲販売計画

（　以下　　続紙　）

評価視点 評価コメント

各協議会等に負担金や補助金を支出するだけではなく、各協議会等との役割分担を明確にして、集落営農等の育成強化や営農
組織の法人化に努め、農地の確保や有効利用等を図るよう各協議会等と協議することが必要である。

平成２２年度は伊賀北部農業振興協議会を伊賀南部農協にも加入いただき青山地域を含んだ伊賀市域農業振興協議会に事業
範囲を拡大した。今後、各種団体、各地域の要望等を的確に把握し、Ｈ２５年度までに各協議会等の事業を整理をする中で負担
金や補助金について見直し、平坦部だけでなく中山間地域を含んで優良農地の確保及び有効利用等を図り地域を守り地域を育
てる中で、営農組織等を支援し、多種多様な担い手を確保し地域の保全と営農の発展を図っていく。

農業振興事務経費

551 耕作放棄地再生利活用対策事業

産業建設部農
林振興課

553 農業経営基盤強化促進事業

123,016 126,976 127,332事業費　小計

指標の説明

85.5 85.5

14969 14969 14969 14969 13000

4162 4162 4162 4200 4200

4054 4054
97.4 97.4
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２　事業構成の適当性
  （手段として最適か？）

産業建設課農
林振興課

H24　所要額
改善余地
の有無

無 2,354 2,510

H22　決算額 H23　予算額
優先順位

932 955 955

3,070

事業費（人件費込、単位：千円）

2,440

無

有

基本施策を構成する事務事業名

事　　　　業　　　　名

1

2

3

農業振興事務経費

伊賀支所　振興
課

％
実　績
達成率 #DIV/0! #DIV/0!

4 1,317 1,200 1,200無

産業建設部農
林振興課

2,049 2,240

1,287 1,287

12792 12792

66.4

113

有

6 無 1,598

1,287
産業建設部農
林振興課

554 農地流動化地域総合対策事業

伊賀支所　振興
課

555

5

1,320 1,320

9
産業建設部農
林振興課

566 特産野菜等生産振興支援事業

中山間地域等直接支払交付金事業

2,370

105,497

557 農業経営基盤強化資金等利子助成事業

産業建設部農
林振興課

565

無

無 110,039

3,520 3,5204,027有

2,841 2,841

110,039

有

113

75
66.4

４　総合評価
（今後の展開、事業の見直
し等）

事業名 事業主体

H27
目標値

１　基本施策指標の分析

目　標

実　績
達成率

1

869 1,220 1,220

ｔ

ｔ
％

3

達成率

目　標

目　標

実　績

本施策指標である営農組織等の団体数は目標値を大きく下回っている。農業者の高齢化・担い手や後継者不足、採算性の悪化
等が原因であると考えられる。このため、農地の集積を促進するために営農組織等を支援し、担い手の確保をしていかなければな
らない。

2

団体

団体
％

目　標

実　績
達成率

３　役割分担の妥当性

1

ｈａ

ｈａ
％

ベンチ
マークH21 H22 H23 H25

113

現在は、各協議会等への負担金や補助金の支出が中心であるが、基本施策の目的でもある「地域の特徴を活かした農林業が持
続する」こと目指し、営農組織等を支援し、担い手を確保することが必要である。

水稲販売計画 ＪＡ販売計画数量 3

水田農業経営確立対策実績数 2

基本施策の意図、
今後の展望

優先順位考えられる基本施策指標候補現況の課題、意図、今後の展望のキーワード

営農組織等 営農組織実績数 1

事業内容等

産業建設部農
林振興課

571 グリンツーリズム推進事業

単
位

①

市民意識調査結果

③

水稲作付計画

基本施策の
現況と課題

評価年度過年度実績

①農林業者の高齢化・後継者や担い手の不足・機械化による採算性の悪化等により、競争力のある産業として維持していくのが難しいこと。
②耕作放棄地が増えていること。
③農林業の後継者や担い手が不足していること。
④森林の多面的公益機能が低下していること。

④

地域の特徴を活かした農林業が持続していくことを目指す。そのために、①地域活性化計画（後期推進計画）の策定②多様な担い手や集落
営農等、後継者の育成確保③農業生産性の向上④農村生活環境の向上⑤農業生産基盤の条件整備⑥森林業生産基盤の条件整備⑦林業
生産・流通の整備⑧新たな林業の展開⑨有害鳥獣対策の推進⑩農林業を通じた交流活動の推進などを実施したい。

担当課

②左記結果に対する現状分析・市民との協議結果

市民意識調査によると、本基本施策の必要度は平均よりやや低く、満足度は平均である
ことが分かる。調査回答者地域属性別に分析すると都市部に居住する人の必要性が高
く、周辺地域の満足度が低いという傾向がみられた。耕作放棄地対策協議会の調査で
は、島ヶ原支所管内の耕作放棄地率が伊賀市全体と比較すると高い傾向にある。中山
間地など高齢化率の高い地域や担い手や後継者不足の地域で農地の荒廃が進んでい
ることが判明した。また、地形的には、中山間地などの急傾斜地でほ場整備などの基盤
整備が未整備である田畑が多く耕作放棄地になっていることが分かった。

7

8

産業建設部農
林振興課

ＩＤ

基本施策の体系
基本目標
政　　策

継承
地域資源を活かした活力あるまちづくり

543

544

平成 23

評価責任者
（基本施策主管課長）

農林振興課長
服部　智秀

基本施策名 42 持続的で個性的な農林業を実践する

基本施策の現状分析及び意図

⑤基本施策指標の検討・設定

⑥基本施策構成事務事業の評価

⑦　　⑥以外で、目標達成に必要な事業

⑧　基本施策の現状分析に基づく改革案の説明

1.15

2.15

3.15

2.33 3.33 4.33

必要度

満
足
度


